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資料２－９

熊本県警察における行政文書の管理に関する訓令 熊本県警察行政文書取扱訓令熊本県警察行政文書取扱訓令熊本県警察行政文書取扱訓令熊本県警察行政文書取扱訓令（（（（案案案案））））

（現行訓令）

目次 目次

第１章 総則（第１条－第１７条） 第１章 総則（第１条－第１２条）

第２章 警察本部における行政文書の取扱い

第１節 行政文書の収受（第１８条－第２３ 第２章 行政文書の収受（第１３条－第１８条）

条）

第２節 行政文書の処理（第２４条－第３３ 第３章 行政文書の処理（第１９条－第２８条）

条）

第３節 行政文書の施行（第３４条－第３７ 第４章 行政文書の施行（第３９条－第３２条）

条）

第４節 行政文書の整理及び保存（第３８条

－第４８条）

第３章 警察署における行政文書の取扱い

第１節 行政文書の収受（第４９条）

第２節 行政文書の処理（第５０条－第５２

条）

第３節 行政文書の施行（第５３条）

第４節 行政文書の整理及び保存（第５４条

・第５５条）

第４章 秘密文書等に関する特例（第５６条－

第７３条）

第５章 補則（第７４条・第７５条） 第５章 補則（第３３条・第３４条）

附則 附則

第１章 総則 第１章 総則

（目的） （目的）

第１条 この訓令は、熊本県警察における行政文 第１条 この訓令は、熊本県警察における行政文

書の管理について必要な事項を定めることによ 書の取扱いについて必要な事項を定めることに

り、事務の適正かつ能率的な遂行及び熊本県情 より、事務の適正かつ能率的な遂行に資するこ

報公開条例（平成１２年熊本県条例第６５号。 とを目的とする。

以下「条例」という。）の適正かつ円滑な運用

に資することを目的とする。

（定義） （定義）

第２条 この訓令において次の各号に掲げる用語 第２条 この訓令において次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 よる。

(1) 行政文書 条例第２条第２項に規定する行 (1) 行政文書 警察職員（以下「職員」という。）

政文書をいう。ただし、条例第３７条に規定 が職務上作成し、又は取得した文書（図画及

する行政文書を除く。 び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られた記録をいう。以下同じ。）

を含む。以下同じ。）であって、職員が組織

的に用いるものとして警察本部長が保有して

いるものをいう。ただし、条例第２条第３項

各号及び第３９条第１項各号に掲げるものを

除く。

(2) 行政文書ファイル 能率的な事務又は事業 (2) 行政文書ファイル 能率的な事務又は事業
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の処理及び行政文書の適切な保存の目的を達 の処理及び行政文書の適切な保存に資するよ

成するためにまとめられた、相互に密接な関 う、相互に密接な関連を有する行政文書（保

連を有する行政文書の集合物をいう。 存期間を同じくすることが適当であるものに

限る。）を一の集合物にまとめたものをいう。

(3) 電子行政文書 条例第２条第２項に規定す

る電磁的記録である行政文書をいう。

(4) 行政文書の施行 公示を要する行政文書に (3) 行政文書の施行 公示を要する行政文書に

ついては、熊本県公報等に公示することをい ついては、熊本県公報等に公示することをい

い、相手方に伝達することを要するものにつ い、相手方に伝達することを要するものにつ

いては、相手方に発送又は交付することをい いては、相手方に発送又は交付することをい

う。 う。

(5) 所属 警察本部の課、科学捜査研究所、機 (4) 所属 警察本部の課、所及び隊、熊本市警

動捜査隊、交通機動隊、高速道路交通警察隊 察部（以下「市警察部」という。）の課、警

及び機動隊、熊本市警察部（以下「市警察部」 察学校並びに警察署をいう。

という。）の課、警察学校並びに警察署をい

う。

(6) 所属長 所属の長をいう。 (5) 所属長 所属の長をいう。

(7) 部課長 警察本部及び市警察部の部長（以 (6) 部課長 警察本部及び市警察部の部長（以

下「部長」という。）、警察本部及び市警察部 下「部長」という。）、警察本部及び市警察部

の所属長並びに警察学校長をいう。 の所属長並びに警察学校長をいう。

（行政文書の種類） （行政文書の種類）

第３条 警察職員（以下「職員」という。）が、 第３条 職員が、職務上取り扱う行政文書の種類

職務上作成する行政文書の種類は次のとおりと は次のとおりとする。

する。 (1) 法規文

ア 条例 地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１４条の規定により熊本県知事が

制定するものをいう。

イ 公安委員会規則 警察法（昭和２９年法

律第１６２号）第３８条第５項の規定によ

り熊本県公安委員会が制定するものをい

う。

(1) 公示文 (2) 公示文

ア 告示 警察本部長又は警察署長が、法令 ア 告示 法令の規定又は職務上の権限に基

の規定又は職務上の権限に基づき、処分し、 づき、処分し、又は決定した事項を一般に

又は決定した事項を一般に公示するものを 公示するものをいう。

いう。

イ 公告 告示以外で一定の事項を一般に公 イ 公告 告示以外で一定の事項を一般に公

示するものをいう。 示するものをいう。

(2) 令達文 (3) 令達文

ア 公安委員会規程 警察法第４５条の規定

により熊本県公安委員会が制定するものを

いう。

ア 訓令 警察本部長が、職務執行上の基本 イ 訓令 警察本部長が、職務執行上の基本

的準則を定め指揮命令するものをいう。 的準則を定め指揮命令するものをいう。

イ 指令 警察本部長又は警察署長が、特定 ウ 指令 特定の個人、法人又は団体の申請、

の個人、法人又は団体の申請、願い出等に 願い出等に対して許可、認可、承認等をす

対して許可、認可、承認等をするものをい るものをいう。

う。

ウ 達 警察本部長又は警察署長が、特定の エ 達 特定の個人、法人又は団体に対して

個人、法人又は団体に対して権限に基づい 権限に基づいて命令、禁止、取消し等の処

て命令、禁止、取消し等の処分をするもの 分をするものをいう。
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をいう。 (4) 通達文

(3) 通達文 ア 通達 警察本部長又は部長が、事務処理

ア 通達 警察本部長又は部長が、事務処理 上の方針、細目等を指示するものをいう。

上の方針、細目等を指示するものをいう。 イ 示達 所属長が、当該所属の職員に対し

イ 示達 所属長が、当該所属の職員に対し て指示するものをいう。

て指示するものをいう。 (5) 往復文

(4) 往復文 照会、回答、請求、報告、協議、申請、進

照会、回答、請求、報告、協議、申請、進 達、副申、具申、内申、勧告、通知、送付、

達、副申、具申、内申、勧告、通知、送付、 依頼、申報、通報、督促、諮問、答申、建議

依頼、申報、通報、督促、諮問、答申、建議 等をいう。

等をいう。 (6) 内部文

(5) 内部文 伺い、復命書、供覧、事務引継書、執務資

伺い、復命書、供覧、事務引継書、執務資 料等をいう。

料等をいう。 (7) その他の公文

(6) その他の公文 辞令文、表彰文、証明文等前各号に掲げる

辞令文、表彰文、証明文等前各号に掲げる 行政文書以外の行政文書をいう。

行政文書以外の行政文書をいう。 （行政文書の書式）

（行政文書の書式） 第４条 行政文書は、左横書きとしなければなら

第４条 行政文書は、左横書きとしなければなら ない。ただし、次の各号に掲げるものは、この

ない。ただし、次の各号に掲げるものは、この 限りでない。

限りでない。 (1) 法令の規定により様式を縦書きと定められ

(1) 法令の規定により様式を縦書きと定められ ているもの

ているもの (2) 他の官公署が様式を縦書きと定めているも

(2) 他の官公署が様式を縦書きと定めているも の

の (3) その他警察本部長が縦書きと指定するもの

(3) その他警察本部長が縦書きと指定するもの ２ 行政文書を作成する場合の書式例は、別表第

２ 行政文書を作成する場合の書式例は、別表第 １のとおりとする。

１のとおりとする。 （行政文書の取扱い）

（行政文書の取扱い） 第５条 行政文書の取扱いは、責任を明らかにし

第５条 行政文書の取扱いは、責任を明らかにし て、的確かつ迅速に行うものとする。

て、的確かつ迅速に行うものとする。 ２ 職員は、行政文書を常に丁寧に取り扱うとと

２ 行政文書は、常に丁寧に取り扱うとともに、 もに、受渡しを確実に行い、汚損し、又は紛失

受渡しを確実に行い、汚損し、又は紛失しない しないように注意するものとする。

ように注意するものとする。 （行政文書取扱いの特例）

（行政文書取扱いの特例） 第６条 部課長は、取り扱う行政文書のうち、業

第６条 部課長は、取り扱う行政文書のうち、業 務の性質上、この訓令によることが適当でない

務の性質上、この訓令によることが適当でない ものの取扱いについて、別段の定めをすること

ものの取扱いについて、別段の定めをすること ができる。この場合において、部課長は、総括

ができる。この場合において、部課長は、第９ 文書管理者（熊本県警察行政文書管理訓令（平

条に規定する総括文書管理者に協議した上、警 成２６年熊本県警察本部訓令第○○号。以下「文

察本部長の承認を得なければならない。 書管理訓令」という。）第３条に規定する総括

文書管理者をいう。以下同じ。）に協議した上、

警察本部長の承認を得なければならない。

（電子行政文書の取扱い） 管理訓令で規定済み。

第７条 電子行政文書の取扱いに関し、この訓令

に規定する事項について、他の法令その他の規

程に別段の定めがある場合は、その定めるとこ

ろによる。

（行政文書の作成義務）

第８条 熊本県警察の意思決定及び事務の実績に

ついては、行政文書を作成するものとする。た
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だし、次に掲げる場合については、この限りで

ない。

(1) 意思決定と同時に行政文書を作成すること

が困難である場合

(2) 処理に係る事案が軽微なものである場合

２ 前項第１号に規定する場合にあっては、事後

に行政文書を作成するものとする。

（総括文書管理者）

第９条 熊本県警察に、総括文書管理者を置き、

警務部長をもって充てる。

２ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行う。

(1) この訓令その他の行政文書の管理に関する

規程の整備に関すること。

(2) 第３８条の行政文書分類基準表（第１１条、

第１９条及び第３４条において同じ。）及び

第４７条の行政文書ファイル管理簿（第１１

条において同じ。）の整備に関すること。

(3) 行政文書の管理に関する事務の指導監督、

研修等の実施に関すること。

(4) その他行政文書の管理に関する事務の総括

に関すること。

３ 総括文書管理者は、この訓令による行政文書

の管理の状況を実地に監査し、及び第１１条に

規定する文書管理者から報告を求めることがで

きる。

（副総括文書管理者）

第１０条 熊本県警察に、副総括文書管理者を置

き、警察本部広報県民課長をもって充てる。

２ 副総括文書管理者は、総括文書管理者を補佐

する。

（文書管理者）

第１１条 所属に、文書管理者を置き、所属長を

もって充てる。

２ 文書管理者は、当該所属の管理する行政文書

について、次に掲げる事務を行う。ただし、警

察署の文書管理者にあっては、第１号に掲げる

ものを除く。

(1) 行政文書分類基準表の作成に関すること。

(2) 行政文書ファイル管理簿の作成に関するこ

と。

(3) 保存期間の延長又は廃棄の措置の実施に関

すること。

(4) その他行政文書の管理に関する事務の総括

に関すること。

（文書管理担当者）

第１２条 所属に、文書管理担当者を置き、次席、

副隊長、副校長又は副署長をもって充てる。

２ 文書管理担当者は、文書管理者の命を受け、

当該所属の管理する行政文書についてこの訓令

の定めるところによる管理が確保されるため必

要な事務を行う。

（文書管理補助者）
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第１３条 所属に、文書管理補助者を置き、警察

本部、市警察部及び警察学校にあっては文書管

理者が指名する職員をもって充て、警察署にあ

っては各課長（課長が配置されていない係にあ

っては係長）をもって充てる。

２ 文書管理補助者は、文書管理者及び文書管理

担当者を補助する。

（文書取扱事務の総括）

※ 旧訓令では規定なし。 第７条 文書管理者（文書管理訓令第５条に規定

する文書管理者をいう。以下同じ。）は、所属

における行政文書の取扱いに関する事務を総括

する。

（文書取扱主任）

第８条 所属に文書取扱主任を置き、警察本部に

あっては文書管理者が指名する職員をもって充

て、警察署にあっては各課長（課長が配置され

ていない係にあっては係長）をもって充てる。

２ 文書取扱主任は、次に掲げる事務を行う。

(1) 文書（熊本県警察秘密文書取扱訓令（平成

２６年熊本県警察本部訓令第○○号。以下「秘

密文書取扱訓令」という。）第２条第２号に

規定する秘密文書を除く。）の収受及び配布

に関すること。

(2) 文書事務の改善及び指導に関すること。

(3) その他文書の取扱いに関すること。

（文書取扱担当者） （文書取扱担当者）

第１４条 所属に、文書取扱担当者を置き、文書 第９条 所属に文書取扱担当者を置き、文書管理

管理者が指名する職員をもって充てる。この場 者が指名する職員をもって充てる。この場合に

合において、警察署にあっては、別表第２に規 おいて、警察署にあっては、別表第２に規定す

定する文書記号のうち、同一の文書記号を使用 る文書記号のうち、同一の文書記号を使用する

する課又は係ごとに指名するものとする。 課又は係ごとに指名するものとする。

２ 文書取扱担当者は、当該所属における行政文 ２ 文書取扱担当者は、文書取扱主任を補佐する。

書（第５６条に規定する秘密文書を除く。）の

受付及び発送に関する事務に従事する。

（備付帳簿） （備付帳簿）

第１５条 所属には、次に掲げる帳簿を備えるも 第１０条 所属には、次に掲げる帳簿を備えるも

のとする。ただし、収受簿及び発出簿について のとする。ただし、警察署では警察署に備える

は、警察署に備えることに代えて、別表第２に ことに代えて、別表第２に規定する文書記号の

規定する文書記号のうち、同一の文書記号を使 うち、同一の文書記号を使用する課又は係ごと

用する課又は係ごとに備えるものとする。 に備えるものとする。

(1) 収受簿（別記様式第１号） (1) 収受簿（別記様式第１号）

(2) 発出簿（別記様式第２号） (2) 発出簿（別記様式第２号）

(3) 投書受付簿（別記様式第３号）

２ 警察本部警務課及び警察署には、第１項に掲 ２ 警察本部警務課及び警察署には、第１項に掲

げるもののほか、次に掲げる帳簿を備えるもの げるもののほか、次に掲げる帳簿を備えるもの

とする。ただし、警察署においては第２号に掲 とする。ただし、警察署においては第２号に掲

げるものを除く。 げるものを除く。

(1) 告示原簿（別記様式第４号） (1) 告示原簿（別記様式第３号）

(2) 訓令原簿（別記様式第５号） (2) 訓令原簿（別記様式第４号）

(3) 指令原簿（別記様式第６号） (3) 指令原簿（別記様式第５号）

(4) 達原簿（別記様式第７号） (4) 達原簿（別記様式第６号）

３ 警察本部総務課には、前２項に掲げるもの（第
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２項第２号に掲げるものを除く。）のほか、次

に掲げる帳簿を備えるものとする。

(1) 規則原簿（別記様式第７号）

(2) 公告原簿（別記様式第８号）

(3) 苦情等受理簿（別記様式第９号）

３ 前２項に規定する帳簿は、暦年により管理す ４ 前３項に規定する帳簿は、暦年により管理す

る。 る。

４ 収受簿及び発出簿は、磁気ディスク（これに ５ 収受簿及び発出簿は、磁気ディスク（これに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録して 準ずる方法により一定の事項を確実に記録して

おくことができる物を含む。以下同じ。）をも おくことができる物を含む。以下同じ。）をも

って調製することができる。この場合において、 って作成することができる。この場合において、

総括文書管理者は、行政文書の収受及び施行に 総括文書管理者は、行政文書の収受及び施行に

関し、別段の定めをすることができる。 関し、別段の定めをすることができる。

（文書記号） （文書記号）

第１６条 収受した行政文書及び施行を要する行 第１１条 収受した行政文書及び施行を要する行

政文書には、原則として、文書記号を付するも 政文書には、原則として、文書記号を付するも

のとする。 のとする。

２ 文書記号には暦年をもって更新する一連番号 ２ 文書記号には暦年をもって更新する一連番号

（以下「文書番号」という。）を付すものとし、 （以下「文書番号」という。）を付すものとし、

文書記号の印の様式は、別記様式第８号のとお 文書記号の印の様式は、別記様式第９号のとお

りとする。 りとする。

（行政文書の記名） （行政文書の記名）

第１７条 行政文書の記名は、警察本部、市警察 第１２条 公示文、令達文、通達文及び往復文の

部及び警察学校にあっては警察本部長名を、警 記名は、警察本部、市警察部及び警察学校にあ

察署にあっては警察署長名を用いるものとす っては警察本部長名を、警察署にあっては警察

る。ただし、部課長、審議会の会長、委員会の 署長名を用いるものとする。ただし、部課長、

委員長等が、その権限に基づいて作成する行政 審議会の会長、委員会の委員長等がその権限に

文書又は警察本部、警察本部の各部、市警察部 基づいて作成する行政文書又は警察本部、警察

若しくは所属名を用いる必要のある行政文書に 本部の各部、市警察部若しくは所属名を用いる

ついては、この限りでない。 必要のある行政文書については、この限りでな

い。

第２章 警察本部における行政文書の取扱

い

第１節 行政文書の収受 第２章 行政文書の収受

（警察本部に送達された行政文書の処理） （送達された行政文書の処理）

第１８条 警察本部（市警察部及び警察学校を含 第１３条 警察本部（市警察部及び警察学校を含

む。以下この章において同じ。）の機関又は職 む。以下この章において同じ。）の組織又は職

員あてに送達された行政文書は、警察本部広報 員宛てに送達された行政文書にあっては、警察

県民課（以下「広報県民課」という。）の職員 本部広報県民課（以下「広報県民課」という。）

が受領し、第２項から第５項までに定めるとこ の職員が、警察署の組織又はその職員宛てに送

ろにより処理するものとする。ただし、次に掲 達された行政文書にあっては、総務課又は係の

げる場合は、この限りでない。 職員が受領し、第２項から第５項までに定める

ところにより処理するものとする。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。

(1) 使送により、又は会議等において受領する (1) 使送により、又は会議等において受領する

とき。 とき。

(2) 請願、建議、陳情又は申請により受領する (2) 請願、建議、陳情又は申請により受領する

とき。 とき。

(3) 警察文書伝送システム又は有線模写電送に (3) 警察文書伝送システム又は有線模写電送に

より受領するとき。 より受領するとき。

(4) ファクシミリにより受領するとき。 (4) ファクシミリにより受領するとき。

(5) 電子メールにより受領するとき。 (5) 電子メールにより受領するとき。
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(6) 文書情報データベースシステムにより受領 (6) 熊本県警察文書情報データベースシステム

するとき。 により受領するとき。

(7) 前各号に掲げるもののほか警察本部の所属 (7) 前各号に掲げるもののほか警察本部の所属

（以下「本部所属」という。）の文書取扱担 （以下「本部所属」という。）又は警察署の

当者が直接受領するとき。 課若しくは係の文書取扱主任が直接受領する

とき。

２ 受領した行政文書は、当該行政文書の内容を ２ 受領した行政文書は、警察本部では当該行政

所管する所属（以下「所管所属」という。）の 文書の内容を所管する所属（以下「所管所属」

文書取扱担当者に配付するものとする。 という。）、警察署では当該行政文書の内容を所

管する課又は係（以下「所管課等」という。）

の文書取扱主任に配付するものとする。

３ 書留郵便により送達された行政文書は、受付 ３ 書留郵便物、投書等その取扱いにおいて受領、

後直ちに書留郵便物配付簿（別記様式第９号） 配布の経緯を明確にしておく必要がある行政文

にあて名人、発送人等所要事項を登載した上、 書については、受付後直ちに書留郵便物等配付

前項に定めるところにより配付するものとす 簿（別記様式第１０号）に宛名人、発送人等所

る。 要事項を登載した上、前項に定めるところによ

り配付するものとする。

４ 誤配された行政文書その他収受することが適 ４ 誤配された行政文書その他収受することが適

当でないと認められる行政文書は、直ちに当該 当でないと認められる行政文書は、直ちに当該

行政文書の差出人に返送し、又は正規のあて名 行政文書の差出人に返送し、又は正規の宛名人

人に転送するなど適切な処置を講じなければな に転送するなど適切な処置を講じなければなら

らない。 ない。

５ 逓送により送達された行政文書は、別に定め ５ 逓送により送達された行政文書は、別に定め

るところにより処理するものとする。 るところにより処理するものとする。

（文書取扱担当者及び主務者の職務） （文書取扱主任及び主務者の職務）

第１９条 前条第２項の規定により行政文書の配 第１４条 前条第２項の規定により行政文書の配

付を受けた所管所属の文書取扱担当者は、封書 付を受けた所管所属及び所管課等の文書取扱主

により送達されたものについては、主務者又は 任は、封書により送達されたものについては、

あて名人に交付するものとする。 主務者又は宛名人に交付するものとする。

２ 前条第１項各号に掲げる場合において、行政 ２ 前条第１項各号に掲げる場合において、行政

文書を受領した職員は、当該行政文書を主務者 文書を受領した職員は、当該行政文書を主務者

に交付するものとする。 に交付するものとする。

３ 行政文書の交付を受けた主務者は、収受簿に ３ 行政文書の交付を受けた主務者は、収受簿に

収受月日、差出名、件名等所要事項を登載し、 収受月日、差出名、件名等所要事項を登載し、

当該行政文書に文書記号の印を押して収受年月 当該行政文書に文書記号の印を押して収受年月

日及び文書番号を記入するものとする。 日及び文書番号を記入するものとする。

４ 主務者は、前３の行政文書に行政文書分類基 ４ 主務者は、前３の行政文書に行政文書分類基

準表に基づく分類記号及び別表第３に規定する 準表（文書管理訓令第１１条第１項に定める行

保存期間を記入するものとする。ただし、この 政文書分類基準表をいう。以下同じ。）に基づ

訓令の規定により分類記号及び保存期間があら く分類記号及び保存期間を記入するものとす

かじめ記入してある行政文書その他記入する必 る。ただし、この訓令の規定により分類記号及

要がないと認める行政文書については、この限 び保存期間があらかじめ記入してある行政文書

りでない。 その他記入する必要がないと認める行政文書に

ついては、この限りでない。

５ 主務者は、交付された行政文書が投書と認め

られる場合は、投書受付簿に投書者名その他の

所要事項を登載し、文書管理担当者に提出する

ものとする。

（収受簿への登載等の例外） （収受簿への登載等の例外）

第２０条 日常的に取得される行政文書であっ 第１５条 日常的に取得される行政文書であっ

て、その内容が軽易又は定型的なものについて て、その内容が軽易又は定型的なものについて

は、前条第３項の規定にかかわらず、収受簿へ は、前条第３項の規定にかかわらず、収受簿へ
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の登載及び文書番号の記入を省略することがで の登載及び文書番号の記入を省略することがで

きる。 きる。

２ 交付された行政文書が、第５６条に規定する ２ 交付された行政文書が、秘密文書取扱訓令に

秘密文書であるときは、収受簿に代えて第５７ 規定する秘密文書であるときは、秘密文書取扱

条第２項の秘密文書登録票により文書番号を記 訓令に従い文書番号を記入するものとする。

入するものとする。

（親展文書の処理） （親展文書の処理）

第２１条 親展文書については、そのままあて名 第１６条 親展文書については、そのまま宛名人

人に交付するものとする。 に交付するものとする。

２ 親展文書の交付を受けた職員は、これを一般 ２ 親展文書の交付を受けた職員は、これを一般

の行政文書として取り扱うことが適当であると の行政文書として取り扱うことが適当であると

認めるときは、当該行政文書を、新たに交付を 認めるときは、当該行政文書を、新たに交付を

受けた一般の行政文書として処理するものとす 受けた一般の行政文書として処理するものとす

る。 る。

（所管外文書の処理） （所管外文書の処理）

第２２条 本部所属の文書取扱担当者は、配付を 第１７条 文書取扱主任は、配付を受けた行政文

受けた行政文書が当該本部所属の所管に属しな 書が他の所属（警察署にあっては課又は係）の

いと認めるときは、直ちに、これを広報県民課 所管に属すると認めるときは、直ちに、これを

の職員に回付するものとする。 広報県民課（警察署にあっては総務課又は係）

の職員に回付するものとする。

（電話受理） （口頭又は電話での受理）

第２３条 電話で受理した事項で重要なものは、 第１８条 口頭又は電話で受理した事項で重要な

原則として、電話通信用紙（別記様式第１０号） ものは、原則として、口頭通信用紙（別記様式

に記録するものとする。 第１１号）又は電話通信用紙（別記様式第１２

号）に記録するものとする。

第２節 行政文書の処理 第３章 行政文書の処理

（処理方針） （処理方針）

第２４条 主務者は、行政文書の交付を受けたと 第１９条 主務者は、行政文書の交付を受けたと

きは、速やかに起案、合議又は供覧その他必要 きは、速やかに起案、合議又は供覧その他必要

な措置を講ずるものとする。 な措置を講ずるものとする。

（行政文書の起案） （行政文書の起案）

第２５条 行政文書の起案は、原則として、主任 第２０条 行政文書の起案は、原則として起案用

以上の職員が行い、起案用紙（別記様式第１１ 紙（別記様式第１３号）によるものとする。た

号）によるものとする。ただし、次の各号に掲 だし、次の各号に掲げるもの及び起案用紙を用

げるもの及び起案用紙を用いることが適当でな いることが適当でない場合は、この限りでない。

い場合は、この限りでない。

(1) 軽易なもので行政文書の余白に処理案を記 (1) 軽易なもので行政文書の余白に処理案を記

載して処理できるもの 載して処理できるもの

(2) 定例的なもので所定の様式に要旨を記入し (2) 定例的なもので所定の様式に要旨を記入し

て処理できるもの て処理できるもの

（起案上の留意事項） （起案上の留意事項）

第２６条 行政文書を起案するに当たっては、次 第２１条 行政文書を起案するに当たっては、次

の各号によるものとする。 の各号によるものとする。

(1) 行政文書に用いる漢字、漢字の音訓、仮名 (1) 行政文書に用いる漢字、漢字の音訓、仮名

遣い及び送り仮名は、それぞれ常用漢字表（平 遣い及び送り仮名は、文書管理訓令第１０条

成２２年内閣告示第２号）、現代仮名遣い（昭 第２項の規定によること。

和６１年内閣告示第１号）及び送り仮名の付

け方（昭和４８年内閣告示第２号）によるこ

と。

(2) 行政文書の表現は正確かつめいりょうであ (2) 行政文書の表現は正確かつ明瞭であるこ

ること。 と。

(3) 行政文書の書式が定められているものは、 (3) 行政文書の書式が定められているものは、
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その定めによること。 その定めによること。

(4) 必要により参考となる事項又は資料を添付 (4) 必要により参考となる事項又は資料を添付

すること。 すること。

（処理区分の表示） （処理区分の表示）

第２７条 起案用紙の処理区分欄には、次の各号 第２２条 起案用紙の処理区分欄には、次の各号

に掲げる区分ごとに、それぞれ当該各号に定め に掲げる区分ごとに、それぞれ当該各号に定め

る表示をするものとする。 る表示をするものとする。

(1) 熊本県公報に登載するもの「県公報登載」 (1) 熊本県公報に登載するもの「県公報登載」

(2) 新聞に掲載するもの「新聞掲載」 (2) 新聞に掲載するもの「新聞掲載」

(3) 熊本県警察ホームページに掲載するもの (3) 熊本県警察ホームページに掲載するもの

「ホームページ掲載」 「ホームページ掲載」

(4) テレビ又はラジオ放送に委託するもの「放 (4) テレビ又はラジオ放送に委託するもの「放

送委託」 送委託」

(5) 特別な方法で郵送するもの「書留」、「速達」 (5) 特別な方法で郵送するもの「書留」、「速達」

等 等

(6) 警察文書伝送システムにより送信するもの (6) 警察文書伝送システムにより送信するもの

「伝送」 「伝送」

(7) 有線模写電送により送信するもの「電送」 (7) 有線模写電送により送信するもの「電送」

(8) ファクシミリにより送信するもの「ファク (8) ファクシミリにより送信するもの「ファク

シミリ」 シミリ」

(9) 電子メールにより送信するもの「電子メー (9) 電子メールにより送信するもの「電子メー

ル」 ル」

(10) 文書情報データベースシステムにより送信 (10) 熊本県警察文書情報データベースシステム

するもの「システム」 により送信するもの「システム」

（決裁区分の表示） （決裁区分の表示）

第２８条 起案文書には、次の各号に掲げる決裁 第２３条 起案文書には、次の各号に掲げる決裁

区分ごとに、それぞれ当該各号に定める 表示 区分ごとに、それぞれ当該各号に定める表示を

をするものとする。 するものとする。

(1) 警察本部長が決裁するもの「甲」 (1) 警察本部長又は警察署長が決裁するもの

「甲」

(2) 部長が決裁するもの「乙」 (2) 警察本部の部長又は警察署の副署長が決裁

するもの「乙」

(3) 警察本部の所属長が決裁するもの「丙」 (3) 警察本部の所属長又は警察署の会計官、刑

事官、地域官、交通官、地域・交通官若しく

は課長が決裁するもの「丙」

(4) 警察本部の所属長があらかじめ認めた職員 (4) 警察本部の所属長があらかじめ認めた職員

が決裁するもの「丁」 が決裁するもの「丁」

（決裁） （決裁）

第２９条 起案文書は、順を経て上司の決裁を受 第２４条 起案文書は、順を経て上司の決裁を受

けるものとする。 けるものとする。

（合議） （合議）

第３０条 起案文書の内容が他の部又は本部所属 第２５条 起案文書の内容が他の部又は本部所属

に関連するものは、その関係部課長に合議する （警察署にあっては他の課又は係。次項におい

ものとする。 て同じ。）に関連するものは、その関係部課長

（警察署にあっては関係する会計官、刑事官、

地域官、交通官、地域・交通官又は課長若しく

は係長。第３項において同じ。）に合議するも

のとする。

２ 合議事項で他の部又は本部所属相互間で意見 ２ 合議事項で他の部又は本部所属相互間で意見

を異にするときは、上司の指揮を受けるものと を異にするときは、上司の指揮を受けるものと

する。 する。

３ 合議文書が著しく修正されたときは、更に関 ３ 合議文書が著しく修正されたときは、更に関
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係部課長に合議するものとする。 係部課長に合議するものとする。

（代決） （代決）

第３１条 部課長が不在のときは、急を要するも 第２６条 部課長が不在のときは、急を要するも

のに限り次によりそれぞれ事務を代決すること のに限り次によりそれぞれ事務を代決すること

ができる。 ができる。

(1) 部長が不在のときは、担当の参事官 (1) 部長が不在のときは、担当の参事官

(2) 警察本部の所属長が不在のときは次席、副 (2) 警察本部の所属長が不在のときは次席、副

隊長又は副校長 隊長又は副校長

(3) 前号の場合において次席、副隊長又は副校 (3) 前号の場合において次席、副隊長又は副校

長も不在のときは、警察本部の所属長があら 長も不在のときは、警察本部の所属長があら

かじめ指名する職員 かじめ指名する職員

２ 警察署長が不在のときは、急を要するものに

限り、副署長がその事務を代決することができ

る。

３ 前項の場合において副署長が不在のときは、

警察署長があらかじめ指名する職員が事務を代

決することができる。

（代決後の処置） （代決後の処置）

第３２条 前条により代決した職員は、決裁欄に 第２７条 前条により代決した職員は、決裁欄に

「代」と記載し、上司登庁のとき速やかに報告 「代」と記載し、上司登庁のとき速やかに報告

するものとする。 するものとする。

（廃案になった場合の処理） （廃案になった場合の処理）

第３３条 起案文書が廃案となったときは、起案 第２８条 起案文書が廃案となったときは、起案

者は、起案用紙にその旨を記載し、廃案となる 者は、起案用紙にその旨を記載し、廃案となる

までの承認者に対し、その旨を報告し、又は通 までの承認者に対し、その旨を報告し、又は通

知するものとする。 知するものとする。

第３節 行政文書の施行 第４章 行政文書の施行

（行政文書の施行） （行政文書の施行）

第３４条 警察本部の機関又は職員の名義による 第２９条 熊本県警察の組織又は職員の名義によ

行政文書の施行は、次に定めるところにより行 る行政文書の施行は、次に定めるところにより

うものとする。 行うものとする。

(1) 起案者は、発出簿に発出月日、あて先、件 (1) 起案者は、発出簿に発出月日、宛先、件名

名等所要事項を登載して、その内容について 等所要事項を登載して、その内容について施

施行を要する起案文書で所要の決裁を済ませ 行を要する起案文書で所要の決裁を済ませた

たもの（以下「原議」という。）の起案用紙 もの（以下「原議」という。）の起案用紙に

に施行年月日及び文書記号を記入し、当該原 施行年月日及び文書記号を記入し、当該原議

議の内容について行政文書を作成し、誤りが の内容について行政文書を作成し、誤りがな

ないかを照合した後、別に定めるところによ いかを照合した後、別に定めるところにより

り公印を受けること。ただし、押印を省略す 公印を受けること。ただし、押印を省略する

る場合は、この限りでない。 場合は、この限りでない。

(2) 前号の場合において、起案者は、当該原議 (2) 前号の場合において、起案者は、当該原議

の内容について公示文（告示に限る。）又は の内容について公示文（告示に限る。）又は

令達文として施行することを要するものであ 令達文として施行することを要するものであ

るときは、第１５条第２項各号に規定する帳 るときは、第１０条第２項各号に規定する帳

簿にそれぞれ所要事項を登載するものとす 簿にそれぞれ所要事項を登載するものとす

る。 る。

(3) 起案者は、当該原議の内容について通達文、 (3) 起案者は、当該原議の内容について通達文、

熊本県警察の機関若しくは職員あての往復文 熊本県警察の組織若しくは職員宛ての往復文

又は内部文として施行することを要するもの 又は内部文として施行することを要するもの

であるときは、行政文書分類基準表に基づく であるときは、行政文書分類基準表に基づく

分類記号及び別表第３に規定する保存期間を 分類記号及び保存期間を付するものとする。

付するものとする。ただし、当該原議の内容 ただし、当該原議の内容が、報告又は回答そ
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が、報告又は回答その他記入する必要がない の他記入する必要がないと認めるものである

と認めるものである場合は、この限りでない。 場合は、この限りでない。

(4) 起案者は、施行した行政文書の写しを原議 (4) 起案者は、施行した行政文書の写しを原議

に１部添付するものとする。 に１部添付するものとする。

（発出簿への登載等の例外） （発出簿への登載等の例外）

第３５条 日常的に作成される行政文書であっ 第３０条 日常的に作成される行政文書であっ

て、その内容が軽易又は定型的なものについて て、その内容が軽易又は定型的なものについて

は、その内容について施行を要するものであっ は、その内容について施行を要するものであっ

ても、前条の規定にかかわらず、発出簿への登 ても、前条の規定にかかわらず、発出簿への登

載及び文書記号の記入を省略することができ 載及び文書記号の記入を省略することができ

る。 る。

２ 施行を要する行政文書が、第５６条に規定す ２ 施行を要する行政文書が、秘密文書取扱訓令

る秘密文書であるときは、発出簿に代えて第５ に規定する秘密文書であるときは、同訓令に従

７条第２項の秘密文書登録票により文書番号を い文書番号を記入するものとする。

記入するものとする。

（行政文書の印刷） （行政文書の印刷）

第３６条 印刷が必要な行政文書については、広 第３１条 印刷が必要な行政文書については、広

報県民課に委託することができる。この場合に 報県民課に委託することができる。この場合に

おける事務の取扱いについては、別に定める。 おける事務の取扱いについては、別に定める。

（行政文書の公示又は発送） （行政文書の公示又は発送）

第３７条 公示を要する行政文書については、所 第３２条 公示を要する行政文書については、所

管所属において、熊本県公報等に公示する手続 管所属（警察署にあっては所管課等）において、

きを執らなければならない。 熊本県公報等に公示する手続きを執らなければ

ならない。

２ 相手方に内容を伝達することを要する行政文 ２ 警察本部で作成し、相手方に内容を伝達する

書については、直接あて名人に交付する場合を ことを要する行政文書については、直接宛名人

除き、次の各号に掲げる方法ごとにそれぞれ当 に交付する場合を除き、次の各号に掲げる方法

該各号に定める本部所属において直ちに発送し ごとにそれぞれ当該各号に定める本部所属にお

なければならない。 いて直ちに発送しなければならない。

(1) 郵送 広報県民課 (1) 郵送 広報県民課

(2) 逓送 広報県民課 (2) 逓送 広報県民課

(3) 有線模写電送 警察本部通信指令課 (3) 有線模写電送 警察本部通信指令課

(4) その他の方法 警察本部の所管所属 (4) その他の方法 警察本部の所管所属

３ 警察署で作成し、相手方に内容を伝達するこ

とを要する行政文書については、直接宛名人に

交付する場合を除き、その方法を所管する課又

は係において直ちに発送しなければならない。

第４節 行政文書の整理及び保存

（第３８条－第４８条） 管理訓令で規定

第３章 警察署における行政文書の取扱い

第１節 行政文書の収受 本部と警察署を区別しない。

（準用）

第４９条 第１８条から第２３条までの規定は、

警察署における行政文書の収受について準用す

る。

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

第１８条第１項 警察本部
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第１８条第１項 警察本部広報県民課

第１８条第１項第６号 警察本部の所属

第１８条第２項 所属

第１９条第１項 所管所属

第２２条 本部所属

第２２条 広報県民課

警察署

総務課又は係

課又は係

課又は係

当該行政文書の内容を所管する課又は係

課又は係

総務課又は係

第２節 行政文書の処理

（決裁区分の表示）

第５０条 起案文書には、次の各号に掲げる決裁

区分ごとに、それぞれ当該各号に定める表示を

するものとする。

(1) 警察署長の決裁を要するもの「甲」

(2) 副署長が決裁するもの「乙」

(3) 会計官、刑事官、地域官、交通官、地域・

交通官又は課長が決裁するもの「丙」

（代決）

第５１条 警察署長が不在のときは、急を要する

ものに限り、副署長がその事務を代決すること

ができる。

２ 前項の場合において副署長が不在のときは、

警察署長があらかじめ認めた職員が事務を代決

することができる。

（準用）

第５２条 第２４条から第２７条まで、第２９条、

第３０条、第３２条及び第３３条の規定は、警

察署における行政文書の処理について準用す

る。

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

第３０条第１項及び第２項 部又は本部所属

第３０条第１項及び第３項 関係部課長

第３２条 前条

課又は係

関係する会計官、刑事官、地域官、交通官、地

域・交通官、 課長又は係長

第５１条

第３節 行政文書の施行
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（準用）

第５３条 第３４条、第３５条及び第３７条の規

定は、警察署における行政文書の施行について

準用する。

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

第３４条 警察本部

第３４条第２号 令達文

第３７条第１項 所管所属

第３７条第２項 本部所属

第３７条第２項第１号 広報県民課

第３７条第２項第２号 広報県民課

第３７条第２項第３号 警察本部通信指令課

第３７条第２項第４号 警察本部の所管所属

警察署

令達文（訓令を除く。）

当該行政文書の内容を所管する課又は係

課又は係

郵送業務を所管する課又は係

逓送業務を所管する課又は係

有線模写電送業務を所管する課又は係

当該行政文書の内容を所管する課又は係

第４節 行政文書の整理及び保存

（行政文書の保存の特例）

第５４条 職員の進退賞罰に関する行政文書その

他警察本部長が指定した行政文書については、

警察署長又は副署長が保存しなければならな

い。

（準用）

第５５条 第３９条から第４８条までの規定は、

警察署における行政文書の整理及び保存につい

て準用する。

２ 前項の場合において、第４８条中「本部所属」

とあるのは「警察署」と読み替えるものとする。

第４章 秘密文書等に関する特例

（略）

第５章 補則 第５章 雑則

（法律又はこれに基づく命令による適用除外） （法律又はこれに基づく命令による適用除外）

第７４条 法令その他の規程により、行政文書の 第３３条 法令その他の規程により、行政文書の

管理に関する事項について特別の定めが設けら 取扱いに関する事項について特別の定めが設け

れている場合にあっては、当該事項については、 られている場合にあっては、当該事項について

当該規程の定めるところによる。 は、当該規程の定めるところによる。

（補則） （雑則）

第７５条 この訓令に定めるもののほか、熊本県 第３４条 この訓令に定めるもののほか、熊本県

警察における行政文書の管理に関し必要な事項 警察における行政文書の取扱いに関し必要な事

は、総括文書管理者が定める。 項は、総括文書管理者が定める。

附 則 附 則
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（施行期日） （施行期日）

１ この訓令は、平成１３年１０月１日から施行 １ この訓令は、平成２７年１月１日から施行す

する。 る。

（熊本県警察における秘密文書の取扱いに関す

る訓令の廃止）

２ 熊本県警察における秘密文書の取扱いに関す

る訓令（昭和４９年熊本県警察本部訓令甲第６

号。以下「旧秘密文書訓令」という。）は、廃

止する。

（各種証明の取扱いに関する訓令の一部改正）

３ 各種証明の取扱いに関する訓令（昭和３８年

熊本県警察本部訓令甲第１１号）の一部を次の

ように改正する。

第８条を削り、第９条を第８条とする。

（熊本県警察の法令審議に関する訓令の一部改

正）

４ 熊本県警察の法令審議に関する訓令（平成４

年熊本県警察本部訓令甲第１０号）の一部を次

のように改正する。

第３条第１号中「及び規則案」を削り、同条

第２号中「、規程案」を削り、同条第３号を次

のように改める。

(3) 訓令案

第３条中第４号を第５号とし、第３号の次に

次の１号を加える。

(4) 通達案で重要なもの

（帳簿、印等に係る経過規定） （経過措置）

２ この訓令の施行前に、改正前の熊本県警察に

おける行政文書の管理に関する訓令（平成１３

年熊本県警察本部訓令甲第１２号。以下「旧訓

令」という。）の規定によってした手続その他

の行為は、この訓令の規定によってした手続そ

の他の行為とみなす。

５ この訓令の施行の際、熊本県警察の処務に関 ３ この訓令の施行の際、旧訓令の規定に基づき

する訓令（昭和３７年熊本県警察本部訓令甲第 現に使用している印、電話通信用紙及び起案用

６７号。以下「旧処務訓令」という。）の規定 紙については、当分の間なお従前の様式のもの

に基づき現に使用している帳簿、印、電話通信 を用いることができる。この場合においては、

用紙及び起案用紙については、当分の間なお従 必要な事項を追記するものとする。

前の様式のものを用いることができる。この場

合においては、必要な事項を追記するものとす

る。

（保存終期に係る経過規定）

６ この訓令の施行の際、現に旧処務訓令により

管理している文書のうち、保存終期が記載され

ているもの（保存終期が永久と記載されている

ものを除く。）については、なお従前の例によ

る。

（保存期間の設定）

７ この訓令の施行の際、現に旧処務訓令により

管理している文書のうち、保存終期が記載され

ていないもの（保存終期が永久と記載されてい

るものを含む。）については、平成１３年１０
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月１日に作成又は取得した行政文書とみなす。

この場合において、別表第３の保存期間の欄に

掲げる期間以外の期間を設定する必要がある場

合は、文書ごとに保存に必要な期間を設定する

ことができる。

（極秘文書等に係る経過規定）

８ 廃止前の旧秘密文書訓令に基づいて指定され

た極秘文書及び秘文書は、それぞれこの訓令に

基づいて指定された極秘文書及び秘文書とみな

す。

※ 施行に関する附則略


